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おわりに
はじめに
メコン川は、チベット高原北西部に発して中国の雲南地方を抜け、ミャンマー、ラオス、タイ、カンボジア、ベト
ナムの六カ国を通過し、最終的に南シナ海にいたる約四八〇〇キロメートルを流れる世界で第一二位の国際河川である。メコン川流域の自然的境界線は「メコン川上流域」と「メコン川下流域」を分割している。メコン川上流域は中国の雲南地方とミャンマー東部に位置しており、メコン川下流域は、ラオス、タイ、カンボジア、ベトナムに位置し
八〇〇
ている。国内における流域の割合と流域に占め 各 の割合をみると、前者に関してはラオスとカンボジアではメコン川流域がほとんどを占め、後者に関してはラオスとタイと中国がそれぞれ二五％、二三％、二一％で、ベトナムは八％にすぎず、ミャンマーは流域の限られた部分を構成している すぎない
（
表
2参照）
。メコン川流域は独特の
地理的・水文学的な特徴をもち、そのことが河川の利用とその資源 大きな影響を与えている
）（
（
。
 メコン川流域は国境線に沿って六カ国に分けられ、流域における戦争
（ベトナ
ム戦争、カンボジア・ベトナム戦争）
や共
産主義体制による度重なる地政学 な緊張の影響がこの地域での資源開発を
表1　メコン川流域国の社会経済的・自然的資源の指標
ミャンマー ラオス タ　イ カンボジア ベトナム
人口 （998 年（百万） 44.4 5.0 6（.（ （0.7 76.7
人口 2000 年（百万） 45.6 5.4 6（.4 （（.2 79.8
人口 2025 年（百万） 58.（ 9.7 72.7 （6.5 （08.0
平均年成長率
（（992 ─ 98 年、％）
（.2 2.6 （.（ 2.6 （.7
貧困（（992 ─ 98 年、％
貧困線以下）
N/A 46 （3 36 37
平均寿命
（（992 ─ 98 年、年）
60 53 69 54  68
非識字率
（人口の％、（5 歳以上、
（992 ─ 98 年）
（6 N/A 5 N/A （7
GDP（998 年
 （US ドル、（0 億）
N/A （.6 （（（.3 3.0 25.9
一人当たり GNP
（（998 年、US ドル）
N/A 330 2,200 280 330
再生可能な淡水 
2000 年（（000㎥ / 一人
当たり）
（9.3 35.0 3.4 （0.8 4.6
水利用％
（家庭／産業／農業）  
7/3/90 8/（0/82 5/4/9（ 5/（/94 4/（0/86
出所：Nnatana Gajaseni, Oliver William Heal, and Gareth Edward-Jones, The Mekong River 
Basin: Comprehensive Water Governance,in: Mattias Finger et al.,（eds.）,The Multi-
Governance of Water, State University of New York Press, 2006, p. 53
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制限してきた。その結果、メコン川とその支流は、その貯水量や生態学的な多様性という点からみて世界の大河川のなかでもっとも手が加えられていない河川の一つであるといわれ きた。メコン川流域で緊張関係が出現した原因は、流域各国の一国主義的な行動に基づく水配分をめぐる問題であり、それが水資源の開発と管理のための地域的協力における重要な課題とな てきた
）2
（
。
たとえば中国の雲南地方はメコン川上流域に位置しており、そこでの河川と
集水量の変化は下流 河川開発に重大な影響を与え 。 中国がその領土内で行っている開発が下流地域に影響を与えているという兆候や、雲南やその上流でのダム建設の下流地域への影響の兆候は必ず も十分に明らかにされてい いはいえ、下流国に対して潜在的 及ぼす可能性は否定できず さらに中国がメコン川流域 ガバナンスに参加していないことが地域的な協力へのアプローチを難しくしている。メコ 川委員会ですら、水資源の開発や管理に関して中国と交渉できない状況であり、その結果、 域国家間で 平等 水配分や水の利益をめぐって紛争が存在している
）3
（
。
本稿では、一九九五年に成立したメコン川協定に焦点を合わせ、メコン川流
域のガバナンスの歴史、メコン川協定の特徴、そしてメコン 協定におけ ガバナンス構造について検討し、最後にメコン川協定の課題 ついて触れた 。
表2　メコン川流域国の面積および流域面積の割合
雲南地方 ミ ャ ンマー ラオス タ　イ
カンボジ
ア ベトナム
メコン川
流域
面積（㎢） （65,000 24,000 202,000 （84,000 （55,000 65,000 795,000
国・ 地 方
の 流 域 割
合（％）
38 4 97 36 86 20
メ コ ン 川
流 域 の 割
合（％）
2（ 3 25 23 20 8 （00
出所：Mekong River Commission, State of the Basin Report 2003, Executive Summary, p. 4.
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Ⅰ
　
メコン川流域ガバナンスの歴史
 メコン川流域水管理のガバナンスあるいはレジームは一九五七年以降存在しており、それ以後三つの明確な時期
に分けることができる。第一の時期は、メコン委員会
（
M
ekong C
om
m
ittee  一九五七─七五年）
の時期で、この間、メ
コン川の統合的な流域開発を進めたものの ベトナム戦争後の地政学的な変動のために開発は達成されなかった。第二の時期は暫定メコン委員会
（一九七八─一九九二年）
の時期で、この間、メコン川諸国はそれぞれ独自の水資源開発
を進めた結果、水配分をめぐる紛争 引き起こした。第三のメコン川委員会
（一九九五年─現在）
の時期には、冷戦終
結後に加盟国の水資源の共有を支援す 目的をもってメコン川委員会の制度的な枠組が形成され、メコン川委員会は今日のメコン川流域のガバナンス レジームの基礎をな ている。
メコン川流域の水管理レジームは、当初、東南アジアにおいては冷戦時代に発展した。第二次世界大戦後、とりわ
け一九五四年にフラ スがベトナムから撤退し、その後アメリカが南ベトナムの後ろ盾となると、東南アジア諸国は多くの政治体制に分かれた。北 では、ホーチミン 共産主義勢力がソ連と中国によって支援され、南ベトナムでは、アメリカに支援さ 政府がアジア の共産主義の拡大を阻止する決定を下した。タイは西欧志向の資本主義陣営に属し、ラオスは長い内戦状態に巻き込まれており、全体的にみると、この地域はベトナムを背景とする共産主義勢力と、アメリカとタイの勢力に分かれていた。カンボジアでは、シ ヌーク ソ連 背景とする北ベトナムとアメリカ、南ベトナム タイの間 軍事的な紛争において中立的な立場をとろうとしてい
た
）4
（
。以下では、メコン川流
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八〇三
域のガバナンスとレジームの体制の三つの時期について検討したい。
（
（）　
メコン委員会
（
M
ekong C
om
m
ittee ）
の時代
一九五〇年代中葉、国連のアジア極東経済委員会
（ＥＣＡＦＥ）
と米国内務省開拓局
（
B
ureu of R
eclam
ation ）
は水資
源開発の選択肢を究明するためにメコン川流域に調査チームを派遣した。調査チームは、水力発電を行い、洪水を減少させ、灌漑と航行改善 ために乾季の流量を増やすことを目的に、メコン川にダムを建設し、本流に貯水池を作るという大胆な構想を描いた。アメリカと他 西側諸国もまた、メコン川流域における広範囲の地域開発計画が南ベトナム、カンボジア、タイ、ラオスを結びつけ、東南アジアにおける共産主義の拡大を阻止できると考えた
）5
（
。
一九五七年、ＥＣＡＦＥの援助の下、カンボジア、ラオス、南ベトナム、タイの政府代表者は、 「メコン川下流に
おける調査調整のための委員会」 を創設する協定 署名した。 「メコン川下流」 という用語が使われ 中国とミャンマーが委員会の加盟国では かったからである。また中国とミャンマーが加盟しなかったのは、その当時国連の加盟国ではなかったからであり、またミャンマー政府が加盟そのものに関心を たなかった らである。一九五七年協定は、メコン川レジー の最初の制度的な文書であった
協定の第四条は、メコン委員会の機能を規定している。すなわち、メコン川下流における水資源開発プロジェクト
の計画と調査を促進し、調整し、監督し、管理す
る
）6
（
。メコン委員会は、南ベトナム、カンボジア、タイ、ラオスとい
う四カ国の加盟国によって構成され メコン委員会の研究と計画のため 資金は、おもにヨ ロッパ、アメリカ、日本によって提供された。メコン委員会はメコン事務局によって支えられ、事務局はメコン川諸国、国連、ドナー国か
八〇四
らの一〇〇名のメンバーによって構成され、事務局長はＥＣＡＦＥから選出され、メコン委員会によって承認された。事務局は、水資源開発を支援するための技術的・財政的な資源の動員を支援することが期待された
）7
（
。
一九六〇年代を通じて、メコン委員会は水資源の調査と計画の大きなプログラムの作成に従事した。アメリカが主
導する国際社会 メコン川貯水池への投資に向けて準備を進め、一九六五年にジョンソン大統領は、アメリカが北爆を開始した理由に関して説明したジョンズ・ホプキンス大学での講演のなかで、インドシナ半島への開発援助、特にメコン計画への投資 一〇億ドルを拠出する約束をし
た
）8
（
。アメリカは一九七二年までに計画と調査活動のために七、
〇〇〇万ドルを使い、インフラ計画、とりわけラオスとタイのメコン川支流の小規模ダムに一億五、 〇〇〇万ドルを投資した。
しかし、一九七五年には、東南アジア諸国で大きな政治変動が生じ、メコン川のガバナンスとレジームの体制にも
大きな影響を与えた。ベトナム戦争においては北ベトナムが南ベトナムに軍事的に勝利して南北を統一し、 クメール・ルージュの共産主義勢力がカンボジアを支配下に置き ラオスでは 支援された共産主義勢力が政府を掌握した。メコン川流域諸国で西側の資本主義陣営にとどまったのはタイだけであった。 流域 統合的な開発の夢は崩れ去り、メコン委員会も崩壊した
）9
（
。
（
2）　
暫定メコン委員会
（
Interim
 M
ekong C
om
m
ittee ）
の時代
（一九七八─一九九二年）
ベトナム戦争終結以後、タイ、ベトナム、ラオスはイデオロギー的に対立していたけれども、これらの国々 外交
的関係は一九七八年に復活した。他方、ベトナムとカンボジアでは、ベトナム共産党とカンボジアのクメール・ルー
八〇五
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ジュとの対立が激化し、一九七五年以降戦争状態が続いた。こうした状況にもかかわらず、ＥＣＡＦＥの後継機関である国連のアジア太平洋経済社会委員会
（ＥＳＣＡＰ）
の援助によって、ラオス、タイ、ベトナムの代表者は同年一
月五日に暫定メコン委員会
（ＩＭＣ）
宣言に調印し
た
）（（
（
。この宣言のなかで、ラオス、タイ、ベトナムの三カ国で構成
される暫定メコン委員会は、 「それぞれの国の再建と経済発展という要求を実現する」
（第一条）
ために、 「農業生産と
電力生産を増加させるためのメコン川下流域の水資源の開発を促進する」
（第五条）
）（（
（
ものとするとしている。
暫定メコン委員会のレジームは、国連開発計画
（ＵＮＤＰ）
の中立的な支援と拠出国の援助によって維持され、ヨー
ロッパ諸国の拠出国、とりわけ北欧諸国がメコン川レジーム 主要な支援国となった。他方、アメリカは一九七五年のベトナム戦争終結後メコン川レジームへの支援を停止し、その政策は実質的に一九九九年まで続い
た
）（（
（
。暫定メコン
委員会は、メコン川本流でのプロジェクト計画を延期し、その代わりに各国内でのデータ収集やプロジェクトに集中した。したがって、その予算も 委員会の時代と比較 てはるかに減少し、年平均で五〇〇万ドルから八〇〇万ドルであった。このため、暫定メコン委員会の重要性は次第に低下し、メコン川流域のベトナム タイにおける水資源の開発は一九八〇年代に勢いを増していった。 ベトナ とタイが自国の水資源開発計画を進めていっただけでなく、メコン川上流に位置する中国も独自 メコン川開発計画を進めるよう なった。
一九九〇年までに、タイは北西に位置するメコン川流域に七つの小規模ダムを建設したが、これらのダムは限られ
た貯水能力しかなく、乾燥し 東北部の水不足は恒常的な問題であった。一九八〇年代後半 、タイ政府は植林と水資源開発に基礎を置く東北部の開発を促進する壮大な計画に着手した。そ 計画 中心となった は、コン・チー・ムン
（
K
hong-C
hi-M
un ）・プロジェクトで、ビエンチャン近くのメコン川本流からチー川とムン川に分水するというも
八〇六
のであっ
た
）（（
（
。ベトナムがタイのこの計画に懸念を示したのは、乾期にメコン川から分水することはメコン川デルタに
おけるベトナムの農業に潜在的に損害を与えることになるからである。ベトナム人が一、 七〇〇万人住んでいるメコン川デルタは、ベトナムのコメ生産の半分 占め 「ライスボール」となっている。一九八〇年代には、ベトナム政府がドイモイ政策によって 部門を自由化したことで、メコン川デ タのベトナム人はコメの生産性を飛躍的に高めるための新しいインセンティブを得た
）（（
（
。
一九九〇年代に入るとメコン川流域での地政学的な構図は変化し、一九九一年一〇月に国連の主導の下でカンボジ
ア和平協定が締結されると、カンボジアは戦争で疲弊した自国の経済の再建を切望し、メコン川レジームによって提供される開発援助に期待した。これ 対し 、タイとベトナムの政府はカンボジアの再加入に積極的であった 、両政府はメコン川レジームの新 い組織的な構造に関しては合意 達 なかった。ベトナム政府は以前のメコン川委員会の組織的な規則に立ち戻ることを求めたのに て 政府は一国が他国の水資源計画に拒否権を行使できるメコン川委員会規則に立ち戻ることに反対の立場を取った。タイ政府当局は、メコン川上流域での中国の開発がタイやラオスに影響を与えるということで、中国 枠 に組み入れることを望んでい である
）（（
（
。
一九九二年、カンボジアの再加入をめぐって生じたメコン川レジームのあり方をめぐるタイとベトナムとの間の対
立のために、メコン川レジームは崩壊す なった。しかし 一九九二年後半に 妥協案が合意され、そこでカンボジア、ラオス、タイ、ベトナ のメコン川下流域の四カ国がメコン川レジームの新し 協力枠組に関して交渉することになっ 。
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（
3）　
メコン川委員会
（
M
ekong R
iver C
om
m
ission ）
の時代
（一九九五年─現在）
一九九五年、カンボジア、ラオス、タイ、ベトナムのメコン川下流域四カ国は、 「メコン川流域の持続可能な開発
のための協力に関する協定」に調印し、メコン川委員会という新しい組織が形成された。この協定は、メコン川の利用と開発に関する一般的原則を規定し、その実施とさらなる精緻化のためにメコン川委員会を設置し
た
）（（
（
。この協定に
はメコン川の上流国である中国とミャンマーは参加しなかっ
た
）（（
（
。しかし、中国とミャンマーはメコン川委員会にオブ
ザーバーとして参加し、一九九六年以来、メコン川委員会の毎年の 合に正式の対話パートナーとして出席している。
Ⅱ
　
メコン川協定の特徴
一九九五年のメコン川協定
（正式名称は「メコン川流域の持続可能な開発のための協力に関する協定」 ）
は、全体で六章
四二条から構成され、第Ⅰ章「前文」 、第Ⅱ章「用語の定義」 第Ⅲ章「協力の目的と原則」 、第Ⅳ章「制度的枠組」 、第Ⅴ章「見解の相違と紛争の処理」 、第Ⅵ章「最終規定」となっている。
メコン川協定の規定のなかに正式に記されている国際法の概念のなかでとりわけ重要なのは正式名称にも含まれて
いる持続可能な開発の概念であ
る
）（（
（
。第Ⅰ章の「前文」の第五パラグラフでは、 「すべての流域諸国の社会的経済的発
展及び福利のため、環境及び水の状態並びにこの河川流域に特有の生態学 均衡 保護、保存 向上及び管理する必要性と両立させながら メコン川流域の水及 関連する資源 持続可能な開発、利用、 存及び管理のために建設的
八〇八
かつ相互互恵的な方法によって継続して協力し奨励する決意を再確認」
）（（
（
するとしている。
メコン川下流諸国は、こうした共通の認識に基づいて、効果的に協力し、環境条件や生態的均衡が保存され維持さ
れるような方法で自然資源を利用するためのあらゆる努力を行うとしている。しかしながら、メコン川協定が条約として十分に拘束力をもつものだとしても、その広範な基本的枠組は、実際上、合意形成のための協定であり、本質的に勧告的なものである
）（（
（
。
さて、メコン川協定における 域 の協力の領域は、第一条で以下のように規定されている。「メコン川流域の水及び関連の資源について、すべての沿岸国の多目的利用と相互受益を最適化し、自然発生及び人為的活動から生じうる有害な効果を最小化する方法で、その持続可能な開発、利用、管理及び保存のあらゆる分野（灌漑、水力発電、航行、食料管理、漁業、木材浮流、余暇及び観光を含み、これらに限定されない）において協力すること。
」）（（
（
この条文にも示されているように、メコン川協定における協力の領域は、灌漑、水力発電、航行、食料管理、漁業、木材浮流といった主要な領域から、それ以外の領域まで広範囲に渡っており さらに第三条では、環境の保護と生態学的均衡にまで及んでいる。すなわち 第三条は、以下のように規定している。
「メコン川流域の環境、天然資源、水の生命と状態及び生態学的均衡を、流域における開発計画及び水と関連資源の利用の結果として生じる汚染その他の有害な効果から保護すること。
」）（（
（
そして、メコン川流域で プロジェクト、プログラム、及び計画作成に関しては、第二条で以下のように規定している。
八〇九
メコン川流域のガバナンスとレジーム（星野）
「流域開発計画の定式化を通じた共同及び／又は全流域に及ぶ開発プロジェクト及び流域プロジェクトを強調及び優先しつつ、すべての沿岸諸国にとっての持続可能な利益の潜在能力の十分な開発及びメコン川流域水の消耗的利用の防止を促進し支持し協力し協調すること。流域開発計画は、援助が求められ流域レベルで実施されるべきプロジェクト及びプログラムを確認 、分類し優先順位を付けるために使用される。
」）（（
（
このメコン川協定は、メコン川委員会の役割を「水資源開発を促進し、調整し、監督する」と規定した一九五七年の協定よりも厳格ではないが、水資源開発を「促進する」と規定した暫定メコン川委員会の権限の範囲を超えてい
る
）（（
（
。
さらに、一九九五年のメコン川協定の大きな特徴は、第五条で以下のように の水資源の合理的かつ衡平な利用を規定している点である。
「メコン川水系の水をそれぞれの領域において、すべての関連する要因及び事情、第二六条に定める水利用及び流域間分水のための規則並びに次のＡ及びＢの規定に従って、合理的かつ衡平な方法で利用すること。Ａ
　
トンレ・サップを含むメコン川の支流においては、流域内利用及び流域間分水は合同委員会への通告に服す
る。
Ｂ
　
メコン本流においては、（　
雨期の間、
⒜
　
流域内利用は合同委員会への通告に服する。
⒝
　
流域間分水は、合同委員会による協定の達成をめざして行われる事前協議に服する。
2　
乾期の間、
八一〇
⒜
　
流域内利用は、合同委員会による協定の達成をめざして行われる事前協議に服する。
⒝
　
いかなる流域間分水プロジェクトも、各プロジェクトについての分水計画に先立つ特別協定を通じて、
合同委員会によって合意される。但し、乾期においてすべての当事者の利用計画を上回る利用可能な余剰水量が存在することが合同委員会によって検証され全会一致で確認されるような場合には、その余剰分の流域間分水を事前協議に服せしめることができる。
」）（（
（
このように、第五条は、メコン川の水資源の合理的かつ衡平な利用についての規定であり、流域内利用と流域間分水に関して手続きと原則に焦点を合わせており、この第五条はメコン川本流の水流 維持を規定している第六条と密接に関連してい
る
）（（
（
。後者の流域間分水に関する事例としては、上述のタイによるコン・チー・ムン・プロジェクトのよ
うに、メコン川流域から水不足 陥っているタイのチー川とムン川の流域に分水するというものが
る
）（（
（
。流域内利用
に関しては、合同委員会への通告が必要であるが、流域間分水に関して 事前協議を必要 する。この事前協議については、メコン川協定の第Ⅱ章 「用語の定義」のなかでは、以下 ように規定されている。
「第二六条にいう水利用及び流域間分水のための規則に定められているような合同委員会に対する時宜を得た
通
告
並びに追加的データ及び情報で、他の流域諸国が
提案された利用
に対する影響及びその他の影響について議論
し評価することを可能とさせるもので、合意に到達するための基礎となるものである。
事前協議
は、流域諸国の
利用に対する拒否権 意味するものでなく また流域国が他の流域国の権利を考慮することなく水利用に対して有する一方的権利を意味するもので ない。
」）（（
（
第七条の「有害な効果の防止及び停止」に関しては、以下のように規 されている。
八一一
メコン川流域のガバナンスとレジーム（星野）
「メコン川流域の水資源の開発と利用又は廃棄物の排出及び戻り水流から、 環境、 特に水質及び水量、 水の
（生態的）
状態並びに河川システムの生態学的均衡に対して発生しうる有害な効果を回避し、最小化及び軽減するためにあらゆる努力を払うこと。一カ国あるいはそれ以上の国が、メコン川の利用及び／又は流出によって一カ国又はそれ以上の流域国に実質的な損害をもたらしている旨を適切かつ妥当な証拠とともに通告されたときには、当該被通告国は、主張される有害原因が第八条に従っ 決定されるまでの間、このような有害原因を直ち 停止する。
」）（（
（
この第七条のなかで、実質的な損害を通告された国は、第八条に従って有害原因を直ちに停止するとされているが、
第八条の規定は以下のようになっている。
「流域国によるメコン川の利用及び／又は流出に伴う有害な効果が一カ国またはそれ以上の流域国に実質的な損害をもたらしている場合には、関係当事国はすべての関連要素、その原因、損害の程度並びに当該国がもたらした損 に対する国家責任の原則に従った責任を決定し、すべての争点、見解の相違及び紛争に取り組み、友好的かつ時宜を得て、この協定の第三四条及び第三五条に める平和的手段により、かつ国連憲章に従って、解決する。
」）（（
（
メコン委員会の時代には、すべての提案された水利用はメコン委員会で全会一致によって承認されることが必要であり、それとは対照的に暫定メコン委員会の時代には、審査要件は存在しなかった。他方、メコン川協定においては、第五条に示されている事前協議の規定は、流域諸国の「拒否権」でも「一方的権利」でもないというきわめて曖昧なものにとどまってい
る
）（（
（
。また第六条の本流の水流の維持に関しては、最終的には、合同委員会がガイドラインを採択
し、それらの維持のために監視し、及び必要な行動をとるとなっているにすぎない。第七条の有害 効果の防止に関
八一二
しても、 「実質的な損害」の用語についての定義が明確ではなく、メコン川委員会が紛争解決のため「あらゆる努力を行う」
（第三五条）
となっているだけである。
これらの点から、一九九五年のメコン川協定の実質的枠組においては、締約国は明らかに水質よりも水量と配分に
関心をもっているというベアーデンの見解
）（（
（
には一定の妥当性があるといえる。メコン川協定の第五条
（合理的かつ衡平
な利用）
と第六条
（本流の水流の維持）
はきわめて厳格で、河川の流れが十分に維持されるかぎりにおいて水量は公平
に利用されること 保証して る一方、第七条の損害回避 は、上述のように、 「実質的な損害」の定義が明確ではない。
この点で興味深いのは、一九九七年の国連の「国際水路非航行的利用条約」の第五条と第七条との関連性である。
一九九七年の国連条約の第五条は「衡平かつ合理的な利用と参加」 、第七条は「重大な損害を与えない義務」となっており、メコン川協定と対応している。問題なのは、 「衡平かつ合理的な利用」と の回避」のいずれが優先するのかという点で、これに関して、マッカーフリーは これら 関連性は曖昧 なっているとしたうえで、 「重大な損害の回避」が「衡平かつ合理的な利用」に優越すること いとしてい
る
）（（
（
。一九九七年の国連条約は一九九五
年のメコン川協定 二年後に締結されたにもかかわらず、国連条約が基礎を置いた国際法委員会
（ＩＬＣ）
の草案条
項はメコン川協定 草稿に影響を与えた とか
ら
）（（
（
、メコン川協定の第五条と第七条の関連も一九九七年の国連条約に
即して解釈することができよう。
八一三
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Ⅲ
　
メコン川協定の制度的枠組とＭＲＣ
メコン川協定の制度的枠組であるメコン川委員会
（ＭＲＣ）
の地位に関しては、第一一条で、以下のように規定さ
れている。
「この協定の下でのメコン川流域における協力のための制度上の枠組みはメコン川委員会と呼び、その機能をはたすためには提供者又は国際社会と協定及び債権債務関係を結ぶことを含む、国際機関としての地位を享有する。
」）（（
（
ＭＲＣは三つの常設機関、すなわち理事会、合同委員会、そして事務局から構成されている
（第一二条）
。理事会は、
各参加流域国から一人ずつのメンバーによって構成され、そのメンバーは国内の政策決定に権限を有し、副大臣レベルよりも地位の高い閣僚級の地位を有する者である
（第一五条）
。理事会は、少なくとも年に一度の通常会期を開催し、
理事会が必要と考える 又は加盟国 要請があるときはいつでも特別会期を開催することができる
（第一七条）
。毎年、
カンボジア、ラオス、タイ、ベトナムの環境大臣 いは水担当大臣がメコン川下流域に関連する新しい問題について審議するために会合を開いて る
）（（
（
。
第一八条で規定されている理事会の任務は、以下の通りである。「Ａ
　
メコン川流域の水及び関連資源の持続可能な開発、利用、保存及び管理のための建設的で相互受益的方法
による共同活動及びプロジェクトの促進、支援、協力及び調整並びにこの協定の下で規定される河川流域の環
八一四
境と水状態の保護に関して、政策を立案し決定を行いその他必要な指導を与えること。
Ｂ
　
その他のいかなる政策立案事項についても決定し、この協定を首尾よく実施するために必要な決定を行うこ
と。その中には、第二五条 いう合同委員会の手続規則、第二六条にいう合同委員会によって提案される水利用及び流域間分水規則、 並びに流域開発プラン及び主要な構成をなすプロジェクト／プログラムが含まれるが、これに限られない。開発プロジェクト及びプログラム 財政的及び技術的な支援のためのガイドラインを設けること。また、もしも必要と考える場合 は、提供者に対してその支援を提供者協議団体を通じて調整するように求めること。そして、
Ｃ
　
この協定の下で生じる問題に関するいかなる理事会構成員、合同委員会、又はいかなる構成国から付託され
る争点、相違及び紛争 ついても 検討し 取り組み、解決すること。
」）（（
（
そして理事会の決定は、手続規則で別段の定めがない限り、一国一票の投票による全会一致によって行われる
（第
二一条）
。全会一致の例外は、理事会が事前に決定した問題について可能となり、 様に多数決投票も可能であるが、
事実問題と 多数決原理は採用されていない
）（（
（
。
理事会に対して、合同委員会は、 「各参加流域国一人ずつの、省の長と同等の地位の構成員」
（第二一条）
から成る
執行機関であ
る
）（（
（
。合同委員会は技術的な専門知識に基づいて理事会の決定を具体的なプログラムとプロジェクトとし
て実施する。合同委員会は、 「少なくとも年に二度の通常会期を開催し、合同委員会が必要と思料す か又は加盟国の要請があったときはいつでも特別会期を開催することができる。
」）（（
（
合同委員会の任務は、第二四条で以下のように規定されている。
八一五
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「Ａ
　
理事会の政策及び決定並びに理事会から与えられるその他の任務を実施すること。
Ｂ
　
流域開発計画を定式化すること
（これは定期的に審査され必要に応じて改正される）
。理事会に対し、理事会と連
携して実施されるべき流域開発プラン及び共同開発プロジェクト／プログラムの承認を求めて付託すること。また、直接又は協議団体を通じてプロジェクト／プログラムの実施に必要な財政的及び技術的支援を得ることにつき提供者と協議を行うこと。
Ｃ
　
この協定の実施に必要な情報及びデータを取得し更新し交換すること。
Ｄ
　
メコン川流域 環境の保護及び生態学的均衡の維持のために適当な研究 評価を行うこと。
Ｅ
　
事務局の業務を割り当て、この協定並びにこれに従って採択される政策、決定、プロジェクト及びプログラ
ムの実施に必要な事務局の活動
（理事会及び合同委員会がその役割を遂行するのに必要なデータベースと情報の維持を
含む）
を監督すること並びに事務局が作成する年次作業プログラムの承認。
Ｆ
　
理事会の通常会期の間に生じることのある争点や相違であって、この協定の下で生じる問題に関していずれ
かの合同委員会 構成員又は構成国が合同委員会に付託するものについて、これに取り組み、その解決のためにあらゆる努力を行うこと、並びに必要な場合には問題を理事会に付託すること。
Ｇ
　
メコン川流域の活動にかかわる流域構成国の人員がこの協定を実施するための能力を強化するのに適当かつ
必要な研究及び訓練を審査し承認すること。
Ｈ
　
理事会に対して事務局 組織構造、修正及び 造改革に関する勧告を行い、その承認を求めること。
」）（（
（
合同委員会の決定に関しては、手続規則で別段の定めがおかれている場合を除き、全会一致の投票によって行われる
八一六
とされている
（第二七条）
。
さて、ＭＲＣの常設機関である事務局は、理事会と合同委員会に対して、 「技術的及び管理的な業務を行い、合同
委員会の監督の下に置かれる」
（第二八条
））（（
（
。事務局の所在地に関しては、第二九条で「所在地と組織構造に関しては
理事会によって決定され 」とされている。
ＭＲＣが設置 れた最初の頃には、事務局はバンコクに置かれていたが、その後、加盟国はＭＲＣ事務局が流域内
に位置する加盟国の首都、すなわちラオスのビエンチャンかカンボジアのプノンペンに置かれるべきであることを決定した。一九九七年からプノンペン たＭＲＣ事務局は、二〇〇五年にビエ チャンに移され、ローテーション・システムを確立した。二〇〇七年、ＭＲＣ理事会は、ＭＲＣ事務局の所在地 関して新たな決定が必要であることを決定して交渉が進められ、最終的にはカンボジアとラオスはローテーション・システムの維持 合意し、ＣＥＯはカンボジアとラオスでそれぞ 半分ずつ滞在することに合意した。しかし こ 決定はコストがかかるという理由で資金提供者によっ 拒否された。その後の交渉で 共同ホストという形での解決が行われ、ＣＥＯ、管理、計画に関するプログラムはビエンチャンに維持され、機能的プログラムはプノンペ に移された
）（（
（
。
ＭＲＣ事務局の任務は、第三〇条で以下のように規定されている。「Ａ
　
合同委員会の指揮の下でかつ直接これに責任を負い、理事会及び合同委員会が与えた決定と任務を実施す
ること。
Ｂ
　
理事会及び合同委員会が求める技術サービス、財政管理、助言を提供すること。
Ｃ
　
年次作業プログラム並びに必要とされるその他のすべての計画、プロジェクト及びプログラムの文書、研究
八一七
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及び計画を作成すること。
Ｄ
　
必要とされるプロジェクト及びプログラムの実施及び管理について合同委員会を補助すること。
Ｅ
　
理事会及び合同委員会の会合の準備をすること、そして
Ｆ
　
必要とされるその他のすべての任務を実施 である。
」）（（
（
ＭＲＣ事務局は、ＣＥＯ
（
C
hief E
xecutive O
ffi
cer ）
の指揮の下に置かれている。ＣＥＯは、 「合同委員会によって選考
された有資格候補者の最終名簿から理事会によって任命される
」）（（
（
（第三一条）
。ＣＥＯの任命は理事会によって全会一
致で行われることになっている。し しながら、ＣＥＯの任命は各加盟国の利害が絡んでいるということもあって必ずしも順調に進むとは限らない場合もある。
二〇一一年にＭＲＣの以前のＣＥＯが退任したとき、 加盟国は新しいＣＥＯを加盟国から選出することに同意した。
しかし、全会一致の必要性から、合意には至らず、上流国（タイとラオス） 下流国のＣＥＯに反対し、下流国
（特
にベトナム）
は上流国のＣＥＯに反対した。さらに、タイはカンボジアのＣＥＯを選出することに消極的であったが、
それは二〇〇九年に軍事的衝突に至ったタイ・カンボジア国境紛争のためであった。その結果、ＭＲＣ事務局は七カ月間ＣＥＯ不在の時期を過ごし、事務局の立場を弱めることになった。最終的に、二〇一一年半ばに非流域国のＣＥＯが議論のなかに浮上 二〇 一年一一月、スウェーデ 出身の新しいＣＥＯが就任し
）（（
（
。
このようにメコン川委員会のガバナンスは、これら理事会、合同委員会、事務局という協定の枠組の組織以外に、
各加盟国に置かれているメコン川委員会
（
N
ational M
ekong C
om
m
ittee ）
とインフォーマルな資金提供者協議グループ
によって担われている
）（（
（
。
八一八
最後に、メコン川協定における意見の相違と紛争の解決について触れると、大
きく分けて、メコン川委員会による解決と、関係政府による解決の二つの方法が規定されている。前者のＭＲＣによる解決に関しては、第三四条で、協定の解釈や当事国の法的権利についての相違や紛争が生じた場合、第一八条に基づいて理事会が検討し、取り組み 解決すること、そして第二四条に基づいて合同委員会が取り組み、あらゆる努力を行うこととされてい 。後者の関係政府による解決に関しては、 「外交交渉による時宜を得た解決のための関係政府が問題を認識し、また関係政府の決定を理事会に通報してかかる決定を実施するのに必要なさらなる手続きを求めること できるよう、問題は関係政府に付託され
」）（（
（
ものとされ
てい 。
この紛争解決の規定は、最終的にはメコン川協定をめぐる意見対立や紛争は関
係各国の外交交渉に委ねられ というものであり 国際司法裁判所など 国際的な仲裁機関への付託については触れられていない。一九九七年の国連 「国際水路非航行的利用条約」の第三三条で、第三者による仲介や国際司法裁判所へ 付託について規定されており、この点で、メコン川協定 場合には、紛争解決の規定は十分なものとはいえない。とりわけメコン川流域での環境問題やダム建設問題が発生したとき、紛争解決の具体的な手続きが規定さ 場合 は、環
図1　メコン川委員会の組織編制
出所：Schmeier（20（3）, p. （5（.
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境問題が軽視されるだけでなく、紛争解決の道が閉ざされる可能性すら存在する。さらにメコン川協定は、持続可能な開発を原則として掲げているにもかかわらず、その手続き的な手段としての環境影響評価 ついての規 が存在しないこともしばしば批判点として指摘されてきた
）（（
（
。
おわりに
一九九五年のメコン川協定とその制度的枠組であるメコン川委員会は、持続可能な開発を原則とするメコン川流域
のガバナンスとレジームの枠組と て、メコン川の水資源の保護、水量の維持、環境保護という点で大きな役割を果たしてきたといえる。しかしながら、発足当初より、メコン川流域を構成する上流国である中国とミャンマーが加盟していないことは、流域全体のガバナンスとレジームという観点から見ると、不十分といわざ をえない。中国としては、加盟国 力を限定す に参加することから得る利益よりも失う利益が大きいとして単独行動主義の道を選択している。上流国の立場にある中国は、国際水法の「ハーモン・ドクトリン」という立場をとり、自 内の水資源に対する排他的権利を主張している。さら 中 は自国 経済発展、とりわけメコン川の 規模水力発電計画メコン川上流での航行 障害の除去への関心に焦点を合わせており、それらはいずれ 明ら に、メコン川下流諸国からみると、河川の「重大な損 」 引き起こすも とみられている。メコン川協定にお る現在のガバナ ス レジームの枠組ではこうした問題に対処することはできない。
中国は一九九六年から毎年、 「メコン川委員会との正規の対話パートナー」として参加している。二〇〇二年四月
八二〇
一日、中国は、メコン川下流諸国に水文学的なデータを提供することでＭＲＣとの協定に調印し、それが二〇〇八年八月二九日に更新された。しかし、中国のメコン川の源流に対する管理のために、メコン川の法的レジームの一般的な枠組のなかに を含めることは困難であろうが、メコン川流域ガバナンスのステークホルダーの一つとしてかかわる姿勢は今後も続くものと思われる。
さて、メコン川協定に関する問題点として指摘されているもう一つの点は、メコン川の支流に関する問題である。
比較的開発が遅れている本流と比較して、メコン川支流は一般に開発され、その自然的な水流体制の崩壊に至っている。メコン川協定は、管理の目的で本流 支流を区別 ていないだけでなく、支 水路の開発を規 するための法的原則と カニズムを欠い
る
）（（
（
。たとえば第六条は、 「本流の水量の維持」の規定であり、支流には言及していな
い。その結果、支流は一九九五年のメコン川協定においては軽視され、現在の法的レジームは各当事国に対して、メコン川下流諸国の国境を越えた協力的な流域ガバナンスのための法的要件を避けることを可能にしている。 こ ため各当事国は自国内のメコン川支流でのダム建設等を進め、それが結果的に環境破壊を引き起こすという状況も生まれている
）（（
（
。
その他、メコン川協定には、すでに触れたように、紛争解決のメカニズムの具体的規定が欠けている点や、環境影
響評価につ ての規定がないことが 大きな問題点として指摘されよう。今後、メコン川流域は依然として経済発展の可能性が大きく、メコン川上流域や支流でのダム建設の増加、アジア開発銀行
（ＡＤＢ）
が中心に推進している中
国と東南アジア諸国を結ぶ大メコン圏の構想の実現によってメコン川の開発もますます進展する可能性がある。そうしたなかで、メコン川協定の基礎となっている生態学的 均衡の維持、水資源お び関連 資源の持続可能な開発
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の原則が大きな役割を果たすうえでも、メコン川流域のガバナンスとレジームの枠組の強化が期待される。
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